
【空港整備事業】
（直轄事業等）

長期間継
続中

20 34 24 1.4

・乗客に不安感を与える、
空港上空での旋回や降下上
昇を繰り返す回数が減少
し、利用者の航空機に対す
る安心感が向上する。
・悪天候時の離着陸に対す
る乗員の精神的負荷や実際
のワークロードが軽減され
る。
・就航率の向上、遅延の解
消により、公共交通機関と
して必要な信頼性、定時性
を確保することができる。

継続

航空局
交通管制部
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費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠

新千歳空港
19(L)ILS双方向化
事業
北海道開発局
東京航空局

【内訳】
①到着予定便のダイバート回
避による便益：0.9億円
②到着予定便の欠航回避によ
る便益：0.5億円
③出発便の欠航回避による便
益：0.3億円
④遅延便の遅延回避による便
益：27.6億円
⑤環境便益：0.2億円
⑥残存価値：4.6億円

【主な根拠】
直近過去3年間の欠航状況等

・事業の進捗率は約30%。用地取得に
ついては既に完了しており本事業を継
続するにあたり問題となりうるものは
ない。事業再開後2ヶ年（想定）で施
設整備が完了する見込みである。
・直近の調達価格の採用、ILS用地造
成の盛土材に購入土砂を使用する従来
工法から、空港内で発生する土砂の土
工バランスを考慮することにより、発
生材を盛土材に使用して、工事のコス
ト改善を図るなど、今後もコスト縮減
に取り組む。
　なお、現時点において、欠航･遅延
を改善する方策としては１９（Ｌ）Ｉ
ＬＳ整備が最も有効である。
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